
－183－ 

第 10 章 障害者の支援策 
 

１ 重要だと思う障害者への施策 
 

障害のある人に関する行政の施策でもっと力を入れてもらいたいと思うものは何か尋ねたと

ころ、「職業訓練の充実、就労機会の確保」（45.1％）「公共建築物や公的住宅、交通機関などの

改善・整備」（44.9％）を挙げる人が多く、4割を超えた。(図Ⅱ-10-1) 

 

問 障害のある人に関する行政の施策のうち、もっと力を入れてもらいたい思うものは何です

か。 

 

  図Ⅱ-10-1 重要だと思う障害者への施策 
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（１） 重要だと思う障害者への施策〔複数回答〕－性・年齢階級別 

 

 

 

 重要だと思う障害者への施策を性・年齢階級別にみると、男性は「職業訓練の充実、就労の

機会の確保」の割合が最も高く 43.1％、女性は「障害のある人に配慮した公共建築物や公的住

宅、交通機関などの改善・整備」が 47.7％と最も高かった。 

 男女で差が最も大きかったのは、「地域で安心して暮らせる住居の場（グループホームなど）

の設置」で、男性 28.5％、女性 36.5％と女性の方が 8.0 ポイント高く、特に 50 代、60 代の女

性は 4割以上が重要であると回答した。（表Ⅱ-10-1） 

 

  表Ⅱ-10-1 重要だと思う障害者への施策〔複数回答〕－性･年齢階級別 

100.0 14.5 31.0 38.9 45.1 40.1 37.5 34.5 15.5 44.9 19.7 14.4 13.9 32.8 1.6 9.3 1.8
(6,996)
100.0 16.8 31.8 35.9 43.1 38.5 36.9 30.9 16.0 41.7 17.5 13.8 15.2 28.5 1.7 10.3 1.5
(3,258)
100.0 11.6 28.3 34.3 41.9 36.0 31.7 25.2 14.4 43.1 19.5 13.9 18.4 19.3 2.8 14.2 0.6
(353)

100.0 19.0 29.6 40.4 47.1 37.6 38.6 25.7 17.5 44.2 20.1 13.7 17.5 26.8 1.6 8.7 0.8
(611)

100.0 18.8 33.0 36.8 43.1 41.0 38.2 33.7 17.1 43.5 22.3 13.4 15.9 26.0 2.1 8.9 0.5
(573)

100.0 15.9 34.6 38.2 47.9 38.9 41.2 34.1 16.1 47.0 19.4 12.5 14.1 33.6 1.6 7.4 1.1
(566)

100.0 16.4 33.8 32.2 43.1 38.7 35.2 33.8 15.0 37.5 12.1 12.0 15.1 31.0 1.4 8.6 2.1
(568)

100.0 17.1 33.7 35.5 37.0 40.8 35.3 33.5 17.3 39.0 13.1 17.7 12.2 31.9 1.1 14.0 3.1
(451)

100.0 16.9 19.1 23.5 27.9 27.2 30.9 24.3 8.8 25.0 8.1 14.0 8.1 28.7 - 20.6 5.9
(136)

100.0 12.4 30.3 41.5 46.8 41.6 38.1 37.6 15.1 47.7 21.6 15.1 12.7 36.5 1.6 8.4 2.0
(3,734)
100.0 14.9 31.3 48.6 50.5 43.9 42.0 37.1 17.9 51.8 31.3 17.5 17.9 29.9 1.5 6.8 0.6
(469)

100.0 12.1 27.3 49.9 52.6 44.2 40.6 37.8 16.5 53.7 24.6 14.6 14.2 34.0 2.4 7.6 1.3
(711)

100.0 12.9 28.8 47.8 51.9 41.4 36.6 40.7 16.6 51.3 22.7 14.0 12.9 34.0 1.2 5.3 0.7
(565)

100.0 12.6 37.6 45.1 54.4 44.7 43.2 40.8 16.8 55.3 25.9 13.9 13.4 47.6 1.2 4.3 0.9
(588)

100.0 11.1 31.8 37.5 44.4 40.1 37.0 37.3 14.3 43.8 18.5 15.1 11.6 41.5 1.4 8.4 4.1
(691)

100.0 12.2 29.2 26.5 33.3 39.7 31.5 33.1 10.3 34.8 12.0 18.0 9.1 32.1 1.2 13.7 3.1
(517)

100.0 9.8 18.1 18.1 23.8 27.5 30.1 32.1 8.3 30.6 7.8 9.3 4.7 28.5 2.6 22.8 4.7
(193)
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重要だと思う障害者への施策は、男性では「職業訓練の充実、就労の機会の確保」、女性では

「障害のある人に配慮した公共建築物や公的住宅、交通機関などの改善・整備」が最も多い。 
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（２） 重要だと思う障害者への施策〔複数回答〕 

            －身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況別 

 

 

 

 重要だと思う障害者への施策を、身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所

持状況別にみると、手帳ありの人は「年金や手当の充実」と答えた人の割合が 55.4％と最も高

く、手帳なしの人の 36.8％に比べて 20 ポイント近く上回っている。逆に手帳なしの人の方が、

手帳ありの人より 10 ポイント以上高くなっているのは、「ボランティア活動の育成・支援」「障

害児の育成についての相談・支援体制や学校教育の充実」「職業訓練の充実、就労の機会の確

保」の 3つであった。（表Ⅱ-10-2） 

 

  表Ⅱ-10-2 重要だと思う障害者への施策〔複数回答〕 

－身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況別 

100.0 14.5 31.0 38.9 45.1 40.1 37.5 34.5 15.5 44.9 19.7 14.4 13.9 32.8 1.6 9.3 1.8
(6,996)
100.0 19.8 19.4 26.4 26.9 41.7 55.4 31.8 18.2 48.8 15.3 17.4 11.6 29.3 4.1 10.3 1.7
(242)

100.0 14.2 31.5 39.4 45.8 40.0 36.8 34.6 15.3 44.7 19.8 14.3 14.0 33.0 1.5 9.2 1.8
(6,492)
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  図Ⅱ-10-2 重要だと思う障害者への施策〔複数回答〕－手帳の所持状況別 
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重要だと思う障害者への施策について、手帳所持者は「年金や手当の充実」の割合が最も高

く、半数を超える。 
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２ 障害者の一般就労へ向けた企業の役割 
 

障害のある人の就労に向けた企業などの役割として重要だと思われることを尋ねたところ、

「職場の上司や同僚の理解」が最も多く 56.1％、次いで「法定雇用率達成への取組」41.7％、「事

業所などの構造・設備の改善・整備（バリアフリー化などを含む）」41.1％と続いている。(図Ⅱ

-10-3) 

 

問 障害のある人の就労に向けた企業などの役割として、重要だと思われるものを次の中から

すべて選んでください。 

 

  図Ⅱ-10-3 障害者の一般就労へ向けた企業の役割 
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（１） 障害者の一般就労へ向けた企業の役割〔複数回答〕－性・年齢階級別 

 

 

 

 障害者の一般就労へ向けた企業の役割を性・年齢階級別にみると、男女とも「職場の上司や

同僚の理解」の割合が最も高く、男性 51.7％、女性 59.9％で、女性の 20 代から 50 代までは 6

割を超えている。  

男性は、「法定雇用率達成への取組」が 2番目に高く 44.4％、3 番目は「事業所などの構造・

設備の改善・整備」で 38.1％であった。一方、女性は、2番目に「事業所などの構造・設備の

改善・整備」で 43.8％、3 番目が「作業所、養護学校、就労支援機関との連携」で、42.8％で

あった。（表Ⅱ-10-3） 

 

  表Ⅱ-10-3 障害者の一般就労へ向けた企業の役割〔複数回答〕－性・年齢階級別 

100.0 41.7 41.1 56.1 39.1 25.4 30.6 35.0 39.3 1.1 8.4 2.6
(6,996)
100.0 44.4 38.1 51.7 36.8 24.3 30.1 32.9 35.2 1.6 9.1 2.3
(3,258)
100.0 33.1 32.6 50.4 38.5 22.4 28.3 36.5 33.1 1.1 11.9 1.1
(353)

100.0 42.4 41.7 57.0 39.4 24.5 28.6 34.0 32.6 1.8 6.7 1.0
(611)

100.0 42.2 41.2 54.5 40.3 20.9 30.4 36.5 34.0 2.3 6.1 0.9
(573)

100.0 47.9 41.0 49.6 38.5 26.9 32.0 35.3 40.1 0.9 7.1 1.8
(566)

100.0 50.9 36.6 49.3 35.7 27.3 33.1 31.3 37.5 1.4 8.1 3.2
(568)

100.0 47.7 36.6 49.4 31.3 23.5 29.0 27.7 35.3 2.2 14.4 4.4
(451)

100.0 38.2 21.3 47.1 21.3 21.3 23.5 17.6 27.2 0.7 19.9 8.1
(136)

100.0 39.4 43.8 59.9 41.0 26.4 31.1 36.8 42.8 0.6 7.8 2.9
(3,734)
100.0 39.4 51.4 66.1 51.4 29.4 35.6 43.1 40.9 - 3.8 1.7
(469)

100.0 38.0 49.6 67.2 42.9 26.9 31.9 40.4 44.4 0.7 3.4 1.5
(711)

100.0 39.6 45.1 63.5 47.8 25.7 33.1 42.8 48.1 0.5 3.5 0.7
(565)

100.0 46.8 48.3 62.2 43.7 30.6 32.8 39.3 50.2 0.9 4.6 1.2
(588)

100.0 42.0 38.6 57.9 37.3 28.7 31.7 35.0 43.6 0.7 8.0 5.4
(691)

100.0 35.8 35.2 48.5 32.3 21.1 24.0 25.7 34.0 0.6 16.2 6.0
(517)

100.0 21.8 28.5 37.3 17.1 11.9 22.8 19.2 24.4 1.0 32.1 6.2
(193)
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女性の 20 代から 50 代では、障害者の一般就労へ向けた企業の役割について「職場の上司

や同僚の理解」と回答した割合が 6割以上 
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（２） 障害者の一般就労へ向けた企業の役割〔複数回答〕 

            －身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況別 

 

 

 

障害者への一般就労へ向けた企業の役割を身体障害者手帳・愛の手帳、精神障害者保健福祉

手帳の所持状況別にみると、手帳の有無に関わらず「職場の上司や同僚の理解」の割合が最も

高かった。また、手帳ありの人は手帳なしの人と比べると「わからない」の割合が 17.8％と高

くなっている。（表Ⅱ-10-4） 

 

  表Ⅱ-10-4 障害者の一般就労へ向けた企業の役割〔複数回答〕 

－身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況別 

100.0 41.7 41.1 56.1 39.1 25.4 30.6 35.0 39.3 1.1 8.4 2.6
(6,996)
100.0 40.5 40.9 46.3 37.2 19.4 27.3 30.2 35.5 2.9 17.8 5.8
(242)

100.0 41.7 41.1 56.4 38.9 25.7 30.7 35.0 39.6 1.0 8.1 2.5
(6,492)

手帳なし

そ
の
他

力
を
発
揮
で
き
る
業
務
の
見
直

し 作
業
所

、
養
護
学
校

、
就
労
支

援
機
関
と
の
連
携

総数

手帳あり

体
験
実
習
の
実
施
・
実
習
生
の

受
け
入
れ
の
拡
充

職
場
に
お
け
る
訓
練
や
研
修
の

機
会
の
充
実

総
　
数

法
定
雇
用
率
達
成
へ
の
取
組

事
業
所
な
ど
の
構
造
・
設
備
の

改
善
・
整
備

（
バ
リ
ア
フ
リ
ー

化
な
ど
を
含
む

）

職
場
の
上
司
や
同
僚
の
理
解

サ
ポ
ー

ト
を
す
る
社
員
な
ど
の

配
置
・
相
談
体
制
の
充
実

わ
か
ら
な
い

無
回
答

 
 

  図Ⅱ-10-4 障害者の一般就労に向けた企業の役割〔複数回答〕 

        －身体障害者手帳・愛の手帳・精神障害者保健福祉手帳の所持状況別 
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サポートをする社員などの配置・

相談体制の充実

体験実習の実施・実習生の

受け入れの拡充

職場における訓練や

研修の機会の充実

力を発揮できる業務の見直し

作業所、養護学校、

就労支援機関との連携

その他

わからない

手帳あり

手帳なし

 

障害者の一般就労へ向けた企業の役割について、手帳の有無に関わらず「職場の上司や同

僚の理解」の割合が最も高い。 
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第 11 章 地域社会のあり方 
 

１ 地域住民の協力関係の必要性の有無 
 

地域で安心して生活していくために住民同士の協力関係が必要かどうか尋ねたところ「必要だ

と思う」（42.7％）と「ある程度必要だと思う」（46.1％）の合計は 88.8％と 9 割弱にのぼった。 

(図Ⅱ-11-1) 

 

問 地域で安心して生活していくために、あなたは、住民同士の協力関係が必要だと思います

か。 

 

  図Ⅱ-11-1 地域住民の協力関係の必要性の有無 

  

無回答 1.1

わからない 5.0

あまり必要だと
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その他 0.1
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ある程度必要だ
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必要だと思う
42.7

100%
(6,996人)
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88.8％
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（１） 地域住民の協力関係の必要性の有無－性・年齢階級別 

 

 

 地域住民の協力関係の必要性の有無を性･年齢階級別にみると、「必要だと思う＋ある程度必

要だと思う」の割合は、男性 87.8％、女性 89.7％と女性の方が高いが、20 代では、男性 88.7％、

女性 85.3％と男性の方が高くなっている。（図Ⅱ-11-2） 

 

  図Ⅱ-11-2 地域住民の協力関係の必要性の有無－性・年齢階級別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注） 「必要だと思う」は「必要だと思う」と「ある程度必要だと思う」の合計で、「必要だとは思わない」は「あまり必要だと

は思わない」と「必要だと思わない」の合計である。 

地域住民の協力関係が必要だと思う割合は、女性の方が高く、9割近く 
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40～49歳
(573)

50～59歳
(566)

60～69歳
(566)

70～79歳
(451)

80歳以上
(136)

必要だと思う＋ある程
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（２） 地域住民の協力関係の必要性の有無－地域別 

 

 

 

 地域住民の協力関係の必要性の有無を地域別にみると、「必要だと思う」と答えた人の割合

は、区部（41.5％）と比べて市部（44.8％）の方が高かった。（図Ⅱ-11-3） 

「必要だと思う」と「ある程度必要だと思う」の合計の割合を見ると、北多摩北部（小平、

東村山、清瀬、東久留米、西東京市）の割合が 94.8％と特に高い。（図Ⅱ-11-4） 

 

  図Ⅱ-11-3 地域住民の協力関係の必要性の有無－地域別 
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わから
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・無回答

 

  図Ⅱ-11-4 地域住民の協力関係が必要だと思う人の割合－地域別 
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区東部（777）

　西多摩（229）

　南多摩（798）

北多摩西部（409）

　北多摩南部（593）

　北多摩北部（520）

必要だと思う
+どちらかといえば必要
だと思う

 

地域住民の協力関係が「必要だと思う」「ある程度必要だと思う」と答えた人の割合は、北

多摩北部（小平、東村山、清瀬、東久留米、西東京市）が最も高い。 
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２ 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと 
 

地域で安心して生活していくために住民同士の協力関係が「必要だと思う」「ある程度必要だ

と思う」と回答した 6,213 人に、地域住民の協力関係を築くためには何が必要だと思うか尋ねた

ところ、「自治会や町内会が中心となって交流活動を進めること」が最も多く 56.9％であった。 

(図Ⅱ-11-5) 

 

問 地域における住民同士の協力関係を築くためには、どのようなことが必要だと思いますか。 

 

  図Ⅱ-11-5 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと 
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（１） 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと〔複数回答〕－性・年齢階級別 

 

 

 

 地域住民同士の協力関係を築くために必要だと思うことを性・年齢階級別にみると、「自治

会や町内会が中心となって住民同士の交流活動を進めること」の割合は、男性 59.6％、女性

54.5％で男性の方が女性より高くなっている。一方「自ら進んで住民同士の交流を持つように

こころがけること」と回答した割合は、女性 41.1％に対し、男性は 37.5％で、男性より女性

の方が高い。（表Ⅱ-11-1） 

 

  表Ⅱ-11-1 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと〔複数回答〕－性・年齢階級別 

総
　
数

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ

の
活
動
を
活
発
に
す
る
こ
と

自
治
会
や
町
内
会
が
中
心
と

な

っ
て
住
民
同
士
の
交
流
活
動

を
進
め
る
こ
と

地
域
の
企
業
や
団
体
な
ど
に
地

域
活
動
へ
の
参
加
を
呼
び
か
け

る
こ
と

地
域
の
人
が
気
軽
に
集
ま
る
場

所
や
地
域
活
動
の
拠
点
と
な
る

施
設
を
作
る
こ
と

地
域
活
動
に
関
す
る
具
体
的
な

情
報
を
広
く
紹
介
す
る
こ
と

地
域
活
動
を
担
う

、
リ
ー

ダ
ー

と
な
る
人
材
を
育
成
す
る
こ
と

行
政
や
社
会
福
祉
協
議
会
が
地

域
活
動
へ
の
支
援
や
コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

ト
を
す
る
こ
と

自
ら
進
ん
で
住
民
同
士
の
交
流

を
持
つ
よ
う
こ
こ
ろ
が
け
る
こ

と そ
の
他

わ
か
ら
な
い

無
回
答

100.0 19.8 56.9 18.2 41.1 36.3 20.5 18.3 39.4 1.4 4.5 1.8
(6,213)
100.0 21.4 59.6 19.9 41.0 35.2 23.5 19.9 37.5 1.5 3.9 1.5
(2,859)
100.0 15.8 48.9 18.3 35.3 28.4 16.5 11.5 34.9 2.9 6.8 1.8
(278)

100.0 14.1 52.9 21.5 42.0 37.1 18.6 15.4 38.0 1.9 4.0 1.5
(531)

100.0 18.5 52.1 19.7 37.5 36.5 21.5 18.5 37.1 1.6 4.5 0.8
(507)

100.0 23.7 63.1 20.1 41.1 39.2 27.6 22.8 36.1 0.4 2.9 1.7
(518)

100.0 26.3 67.7 21.3 45.2 34.8 25.2 22.1 41.5 0.8 2.3 1.2
(520)

100.0 29.3 67.7 17.3 42.9 32.8 29.6 26.3 36.1 2.3 4.0 2.5
(399)

100.0 20.8 70.8 19.8 40.6 28.3 23.6 22.6 34.9 1.9 4.7 -
(106)

100.0 18.4 54.5 16.7 41.3 37.3 18.1 16.8 41.1 1.2 4.9 2.1
(3,350)
100.0 14.0 50.5 14.5 46.3 36.8 11.5 10.0 39.0 1.3 8.0 1.0
(400)

100.0 12.6 50.6 15.4 38.8 41.6 11.4 12.5 38.3 2.5 5.1 1.4
(642)

100.0 16.2 51.9 18.5 41.0 39.0 15.8 14.0 42.9 0.8 5.0 1.3
(520)

100.0 22.1 53.6 17.5 40.7 41.1 22.4 20.4 44.2 0.7 4.6 2.7
(548)

100.0 23.9 59.6 17.7 46.4 37.4 22.8 21.6 43.6 0.6 2.9 2.9
(631)

100.0 22.4 59.8 17.8 36.7 29.8 23.1 20.9 41.3 1.3 2.7 3.1
(450)

100.0 13.8 57.2 12.6 34.6 23.3 20.8 17.6 31.4 1.3 11.9 1.3
(159)

２０～２９歳

男

総数

８０歳以上

８０歳以上

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

７０～７９歳

女

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

 

地域住民の協力関係を築くために「自治会や町内会が中心となって住民同士の交流活動を

進めること」が必要だと答えた人の割合は、男性の方が女性より高い。 
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（２） 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと〔複数回答〕－地域別 

 

 地域住民の協力関係を築くために必要だと思うことを地域別にみると、「自治会や町内会が

中心となって住民同士の交流活動を進めること」の割合は、区部が 56.3％であったのに対し、

市・町・村部は 58.0％と高くなっており、特に西多摩（青梅、福生、羽村、あきる野市、瑞穂、

日の出、奥多摩町、檜原村）では 65.0％となっている。また、「自ら進んで住民同士の交流を

持つようにこころがけること」の割合も、区部 38.1％、市・町・村部 41.7％と、市・町・村

部の方が高くなっている。（表Ⅱ-11-2） 

 

  表Ⅱ-11-2 地域住民同士の協力関係を築くために必要なこと〔複数回答〕－地域別 

100.0 19.8 56.9 18.2 41.1 36.3 20.5 18.3 39.4 1.4 4.5 1.8
(6,213)
100.0 19.1 56.3 18.3 40.8 36.5 20.7 17.4 38.1 1.3 4.5 1.8

(3,927)
100.0 19.6 61.5 20.0 36.4 32.7 16.4 20.0 37.8 0.4 3.6 3.3
(275)

100.0 14.0 53.2 19.1 38.4 37.1 20.1 14.6 36.6 1.7 6.3 0.9
(528)

100.0 23.8 47.2 17.9 40.2 40.2 20.7 16.6 42.5 1.6 4.9 2.1
(487)

100.0 19.6 54.0 14.3 43.8 35.7 25.8 17.1 39.1 0.3 5.9 2.5
(322)

100.0 19.2 57.4 17.1 40.5 36.8 21.3 18.8 38.5 1.7 4.4 1.3
(1,072)
100.0 18.2 60.5 18.0 41.6 35.7 18.7 15.7 36.8 1.1 3.2 2.3
(555)

100.0 19.6 58.7 21.2 43.0 35.5 21.2 18.6 36.2 1.5 3.8 1.9
(688)

100.0 21.0 58.0 18.1 41.8 36.0 20.3 19.6 41.7 1.4 4.4 1.7
(2,286)
100.0 16.5 65.0 16.0 35.0 31.6 19.4 17.5 43.2 1.0 5.3 1.0
(206)

100.0 21.0 59.3 18.9 45.0 35.4 19.9 18.8 44.1 1.7 3.7 2.2
(724)

100.0 19.4 57.5 15.2 40.8 39.2 21.1 21.7 38.3 1.1 4.5 1.4
(355)

100.0 23.4 53.5 19.5 38.8 36.2 18.9 19.7 41.7 1.6 4.3 2.4
(508)

100.0 21.3 58.0 18.5 43.6 36.1 21.9 20.3 40.0 1.0 4.9 0.8
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を
持
つ
よ
う
こ
こ
ろ
が
け
る
こ

と そ
の
他

わ
か
ら
な
い
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３ 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由 
 

地域で安心して生活していくために住民同士の協力関係が「必要だとは思わない」「あまり必

要だとは思わない」と回答した 352 人にその理由を尋ねたところ、「個々の生活は個人の自覚や

責任の問題だから」が最も多く 34.9％であった。(図Ⅱ-11-6) 

 

問 地域の住民同士の協力関係が必要だと思わない理由は何ですか。 

 

  図Ⅱ-11-6 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由 

総数＝352人
[複数回答]
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を
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ら
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か
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り
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な
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ら
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で
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て
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め

に
対

応

す

る

の
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、
行

政

だ
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ら

家

族

や
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の
結

び

つ
き

が
あ

れ

ば
十

分

だ

か
ら

友

人

や
知

人

の
結

び

つ
き

が
あ

れ

ば
十

分

だ

か
ら

そ

の
他

わ

か
ら

な

い

無

回

答
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（１） 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由－性・年齢階級別 

 

 

 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由を性・年齢階級別にみると、「個々の生活は個人の

自覚や責任の問題だから」と答えた割合は、男性が 40.8％、女性が 29.2％と男性の方が高くなっ

ており、特に 50 代男性は 54.2％と半数を超えている。 

一方、「住民同士の協力関係に期待をしていないから」は男性 16.7％、女性 20.8％、「地域で安

心して暮らすために対応するのは、行政だから」は男性 7.5％、女性 11.2％で、女性の方が男性よ

り割合が高くなっている。70 代女性では「地域で安心して暮らすために対応するのは、行政だから」

の割合が最も高く、32.0％となっている。（表Ⅱ-11-3） 

 

  表Ⅱ-11-3 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由－性・年齢階級別 

100.0 10.2 34.9 18.8 6.5 6.0 9.4 2.8 2.8 8.5
(352)

100.0 10.9 40.8 16.7 6.9 5.7 7.5 2.3 2.3 6.9
(174)

100.0 12.9 38.7 16.1 9.7 6.5 3.2 3.2 3.2 6.5
(31)

100.0 12.2 41.5 26.8 2.4 4.9 4.9 2.4 - 4.9
(41)

100.0 3.1 46.9 21.9 6.3 6.3 12.5 - - 3.1
(32)

100.0 8.3 54.2 8.3 4.2 8.3 4.2 - 8.3 4.2
(24)

100.0 10.0 30.0 10.0 15.0 - 15.0 10.0 5.0 5.0
(20)

100.0 10.0 35.0 5.0 5.0 10.0 10.0 - - 25.0
(20)

100.0 50.0 16.7 16.7 16.7 - - - - -
(6)

100.0 9.6 29.2 20.8 6.2 6.2 11.2 3.4 3.4 10.1
(178)

100.0 11.4 31.4 17.1 5.7 11.4 - 5.7 5.7 11.4
(35)

100.0 9.1 31.8 27.3 2.3 6.8 6.8 6.8 4.5 4.5
(44)

100.0 8.3 29.2 16.7 8.3 4.2 8.3 4.2 - 20.8
(24)

100.0 4.0 32.0 24.0 8.0 4.0 12.0 - 8.0 8.0
(25)

100.0 5.6 27.8 22.2 5.6 5.6 16.7 - - 16.7
(18)

100.0 12.0 24.0 16.0 12.0 - 32.0 - - 4.0
(25)

100.0 28.6 14.3 14.3 - 14.3 14.3 - - 14.3
(7)

総
　
数

他
人
と
か
か
わ
り
を
持
ち
た
く

な
い
か
ら

個
々
の
生
活
は
個
人
の
自
覚
や

責
任
の
問
題
だ
か
ら

住
民
同
士
の
協
力
関
係
に
期
待

を
し
て
い
な
い
か
ら

家
族
や
親
戚
の
結
び
つ
き
が
あ

れ
ば
十
分
だ
か
ら

無
回
答

地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
す
た
め

に
対
応
す
る
の
は

、
行
政
だ
か

ら

　４０～４９歳

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

友
人
や
知
人
の
結
び
つ
き
が
あ

れ
ば
十
分
だ
か
ら

総数

男

　２０～２９歳

　３０～３９歳

　７０～７９歳

　８０歳以上

　２０～２９歳

　３０～３９歳

　４０～４９歳

　５０～５９歳

女

　６０～６９歳

　５０～５９歳

　６０～６９歳

　７０～７９歳

　８０歳以上

 

｢個々の生活は個人の自覚や責任の問題だから」と答えた割合は、女性より男性の方が高い。 
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（２） 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由－地域別 

 

 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由を地域別にみると、「個々の生活は個人の自覚

や責任の問題だから」の割合は、区部 36.2％、市・町・村部で 32.5％と区部の方が高くなっ

ている。また、「他人とかかわりを持ちたくないから」の割合も、区部 11.6％、市・町・村部

7.5％と区部の方が高く、区西南部（目黒、世田谷、渋谷区）では 24.3％と特に高くなってい

る。（表Ⅱ-11-4） 

 

  表Ⅱ-11-4 地域住民の協力関係が必要だと思わない理由－地域別 

100.0 10.2 34.9 18.8 6.5 6.0 9.4 2.8 2.8 8.5
(352)

100.0 11.6 36.2 19.8 4.3 4.3 8.2 3.4 3.9 8.2
(232)

100.0 5.9 35.3 29.4 5.9 - 5.9 - - 17.6
(17)

100.0 6.5 35.5 19.4 3.2 3.2 3.2 12.9 6.5 9.7
(31)

100.0 24.3 40.5 16.2 - - 10.8 2.7 2.7 2.7
(37)

100.0 9.7 54.8 12.9 - - 9.7 - - 12.9
(31)

100.0 9.5 27.0 22.2 9.5 6.3 9.5 3.2 4.8 7.9
(63)

100.0 8.0 36.0 20.0 8.0 8.0 12.0 4.0 4.0 -
(25)

100.0 14.3 32.1 21.4 - 10.7 3.6 - 7.1 10.7
(28)

100.0 7.5 32.5 16.7 10.8 9.2 11.7 1.7 0.8 9.2
(120)

100.0 - 8.3 41.7 - - 33.3 - 8.3 8.3
(12)

100.0 5.0 32.5 20.0 7.5 12.5 10.0 5.0 - 7.5
(40)

100.0 7.7 46.2 7.7 15.4 3.8 11.5 - - 7.7
(26)

100.0 12.1 27.3 9.1 15.2 12.1 9.1 - - 15.2
(33)

100.0 11.1 44.4 22.2 11.1 11.1 - - - -
(9)

総
　
数

他
人
と
か
か
わ
り
を
持
ち
た
く

な
い
か
ら

個
々
の
生
活
は
個
人
の
自
覚
や

責
任
の
問
題
だ
か
ら

住
民
同
士
の
協
力
関
係
に
期
待

を
し
て
い
な
い
か
ら

家
族
や
親
戚
の
結
び
つ
き
が
あ

れ
ば
十
分
だ
か
ら

無
回
答

地
域
で
安
心
し
て
暮
ら
す
た
め

に
対
応
す
る
の
は

、
行
政
だ
か

ら そ
の
他

わ
か
ら
な
い

区南部　　

区西南部　

区中央部　

友
人
や
知
人
の
結
び
つ
き
が
あ

れ
ば
十
分
だ
か
ら

総数

区部　計

区西部　　

区西北部

区東北部　

区東部

北多摩北部

市・町・村部　計

西多摩　

南多摩　　

北多摩西部

北多摩南部
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４ 地域で安心して生活するために大切だと思うこと 
 

地域で安心して生活していくために、福祉保健医療に関してどのようなことが大切だと思うか

尋ねたところ、「地域医療提供（かかりつけ医、病院など）体制の充実」が最も多く 75.3％、次

いで「福祉施策の充実」53.4％、「健康管理の相談窓口の充実」36.1％と続いている。（図Ⅱ-11-7） 

 

問 地域で安心して生活していくために、福祉・保健医療に関してどのようなことが必要だと

思いますか。 

 

  図Ⅱ-11-7 地域で安心して生活するために大切だと思うこと 
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の
他

わ

か
ら

な

い

無

回
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（１） 地域で安心して生活するために大切だと思うこと〔複数回答〕－性・年齢階級別 

 

 

 

 地域で安心して生活するために大切だと思うことを性・年齢階級別にみると、男女とも「地域医

療提供（かかりつけ医、病院など）体制の充実」の割合が最も高く、男性 73.3％、女性 77.1％で

あった。70 代男性、60 代女性は特に割合が高く、8 割となっているが、20 代男性は 59.5％と 6 割

を切っている。（表Ⅱ-11-5） 

 

  表Ⅱ-11-5 地域で安心して生活するために大切だと思うこと〔複数回答〕－性・年齢階級別 

100.0 75.3 36.1 20.6 53.4 20.2 31.3 20.1 27.7 1.1 5.8 1.5
(6,996)
100.0 73.3 36.4 19.6 50.2 21.0 28.4 19.3 28.7 1.4 6.4 1.6
(3,258)
100.0 59.5 32.9 24.4 40.5 22.4 30.9 16.1 15.3 2.0 12.7 0.6
(353)

100.0 72.7 35.4 20.0 43.2 22.4 27.0 14.9 20.6 0.8 6.7 1.1
(611)

100.0 74.3 37.7 20.6 49.6 23.2 31.4 20.1 25.1 2.8 4.9 0.9
(573)

100.0 72.8 37.1 17.1 57.4 23.5 31.6 20.8 31.4 1.1 4.2 1.8
(566)

100.0 76.4 35.6 16.5 54.2 18.7 28.0 21.7 38.4 1.1 4.9 2.3
(568)

100.0 80.0 40.6 22.0 56.3 16.2 24.4 21.1 38.6 1.1 6.2 2.4
(451)

100.0 74.3 31.6 16.2 41.9 16.2 17.6 22.1 30.1 0.7 10.3 2.9
(136)

100.0 77.1 35.8 21.5 56.2 19.6 33.9 20.8 26.8 0.9 5.4 1.4
(3,734)
100.0 71.9 34.5 24.5 53.7 24.5 42.4 19.8 16.4 1.7 7.0 0.9
(469)

100.0 77.6 36.3 23.9 54.1 19.7 36.7 17.6 22.5 1.3 4.2 1.0
(711)

100.0 78.1 37.7 18.4 59.5 19.8 37.3 19.5 25.0 0.7 3.7 1.2
(565)

100.0 79.3 35.4 18.9 64.8 22.1 36.9 23.6 31.6 0.3 3.1 0.7
(588)

100.0 80.2 36.8 23.6 58.8 19.5 30.1 23.9 33.3 0.7 4.5 1.7
(691)

100.0 75.2 36.0 21.7 48.5 14.7 25.9 21.5 29.8 0.6 8.1 2.5
(517)

100.0 73.1 28.0 14.5 45.1 11.9 18.7 17.1 28.0 0.5 13.5 2.1
(193)

総数

男

女

総
　
数

地
域
医
療
提
供

（
か
か
り
つ
け

医

、
病
院
な
ど

）
体
制
の
充
実

健
康
管
理

（
生
活
習
慣
病

、
が

ん
な
ど

）
の
相
談
窓
口
の
充
実

感
染
症
対
策
や
食
中
毒
対
策
な

ど
の
健
康
管
理

福
祉
施
策

（
高
齢
者
福
祉

、
障

害
者
福
祉

、
児
童
福
祉
な
ど

）

の
充
実

セ
ー

フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
仕
組
み

（
生
活
保
護

、
ホ
ー

ム
レ
ス
自

立
支
援
な
ど

）
の
充
実

だ
れ
に
で
も
や
さ
し
い
ま
ち
づ

く
り

（
ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ

ン

）
の
推
進

無
回
答

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
よ
る
助

け
合
い

地
域
の
住
民
組
織

（
自
治
会
・

町
内
会
な
ど

）
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど

に
よ
る
地
域
活
動
の
充
実

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

２０～２９歳

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

２０～２９歳

３０～３９歳

７０～７９歳

８０歳以上

８０歳以上

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

 

地域で安心して生活するために「地域医療提供体制の充実」が大切だと思う割合は、70 代男性、

60 代女性で 8割 
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（２） 地域で安心して生活するために大切だと思うこと〔複数回答〕－地域別 

 

 地域で安心して生活するために大切だと思うことを地域別にみると、「地域医療の提供（かかり

つけ医、病院など）体制の充実」の割合は、区部 73.4％、市・町・村部 78.7％と市・町・村部の

方が、区部より 5.3 ポイント高かった。最も高かったのは、北多摩北部（小平、東村山、清瀬、東

久留米、西東京市）の 83.7％で、71.6％と最も低かった区西南部（目黒、世田谷、渋谷区）と比べ

て 12 ポイント以上高くなっている。 

 また「福祉施策（高齢者福祉、障害者福祉、児童福祉など）の充実」の割合も、市・町・村部が

54.9％と区部の 52.5％と比べて高くなっており、最も高い地域が北多摩北部（57.5％）、最も低い

地域が区西南部（48.4％）となっている。（表Ⅱ-11-6） 

 

  表Ⅱ-11-6 地域で安心して生活するために大切だと思うこと〔複数回答〕－地域別 

100.0 75.3 36.1 20.6 53.4 20.2 31.3 20.1 27.7 1.1 5.8 1.5
(6,996)
100.0 73.4 35.4 20.2 52.5 20.2 30.7 19.6 27.0 1.3 6.2 1.6
(4,447)
100.0 74.4 34.0 15.7 51.0 17.0 26.9 19.2 30.4 0.6 3.5 1.6
(312)

100.0 72.3 33.3 20.5 54.0 22.2 31.3 17.3 24.2 0.8 6.5 1.0
(600)

100.0 71.6 29.8 19.3 48.4 24.3 32.9 22.5 27.3 1.4 6.3 2.9
(560)

100.0 75.1 34.9 24.3 52.9 23.8 33.6 19.8 27.2 1.1 5.6 2.6
(378)

100.0 73.9 37.1 19.2 55.1 18.5 31.4 19.8 28.4 1.2 6.1 0.5
(1,198)
100.0 71.7 36.3 19.8 52.7 18.2 28.1 18.6 26.0 2.3 6.3 1.9
(622)

100.0 75.2 38.5 22.3 50.6 19.7 29.6 19.6 26.3 1.3 7.6 1.9
(777)

100.0 78.7 37.2 21.3 54.9 20.2 32.5 21.0 28.8 0.8 5.2 1.3
(2,549)
100.0 83.4 34.9 18.8 56.3 15.7 35.4 17.9 20.1 - 3.5 1.3
(229)

100.0 79.8 38.3 23.3 56.9 20.8 32.5 21.1 32.5 0.5 3.8 1.5
(798)

100.0 73.3 33.0 17.8 52.1 19.3 30.6 22.2 27.6 1.0 7.1 1.0
(409)

100.0 74.5 32.9 19.6 51.3 19.4 31.5 20.6 26.8 0.8 8.4 1.7
(593)

100.0 83.7 44.6 24.0 57.5 23.1 33.8 21.9 30.4 1.5 2.9 0.8
(520)

総
　
数

地
域
医
療
提
供

（
か
か
り
つ
け

医

、
病
院
な
ど

）
体
制
の
充
実

健
康
管
理

（
生
活
習
慣
病

、
が

ん
な
ど

）
の
相
談
窓
口
の
充
実

感
染
症
対
策
や
食
中
毒
対
策
な

ど
の
健
康
管
理

福
祉
施
策

（
高
齢
者
福
祉

、
障

害
者
福
祉

、
児
童
福
祉
な
ど

）

の
充
実

セ
ー
フ
テ
ィ
ネ

ッ
ト
の
仕
組
み

（
生
活
保
護

、
ホ
ー
ム
レ
ス
自

立
支
援
な
ど

）
の
充
実

だ
れ
に
で
も
や
さ
し
い
ま
ち
づ

く
り

（
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ

ン

）
の
推
進

無
回
答

区中央部　

ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
活
動
に
よ
る
助

け
合
い

地
域
の
住
民
組
織

（
自
治
会
・

町
内
会
な
ど

）
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど

に
よ
る
地
域
活
動
の
充
実

そ
の
他

わ
か
ら
な
い

総数

区部　計

区南部　　

区西南部　

区西部　　

区西北部

区東北部　

区東部

西多摩　

市・町・村部　計

南多摩　　

北多摩西部

北多摩南部

北多摩北部
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第 12 章 福祉サービスへの民間参入 
 

１ 福祉サービスへの民間参入の賛否 
 

福祉サービス分野へ民間企業が参入することの賛否を尋ねたところ、「賛成」が 55.7％、「反対」

が 7.9％と前回、前々回の調査と比べて、「賛成」の割合が増加した。(図Ⅱ-12-1) 

 

問 多様な福祉サービス分野に民間企業が進出していますが、このことについて、あなたは、

賛成ですか。それとも反対ですか。 

 
  図Ⅱ-12-1 福祉サービスへの民間参入の賛否 

53.7 14.4 8.6

54.0

55.7

8.6

7.9 23.3

25.7

23.0

11.5

11.9

0.3

1.2

0.3

本調査
(6,996人)

13年調査
(8,427人)

8年調査
（14,802人）

反対賛成
どちらともいえ

ない

わからな

い
無回答
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（１） 福祉サービスへの民間参入の賛否－性・年齢階級別 

 

 

 福祉分野への民間参入について、「賛成」と答えた割合を性別でみると、男性は 58.0％、女

性は 53.6％であった。男性の 30 代から 50 代は賛成と答えた人が 6 割を超えたが、男性の 80

歳以上、女性の 70 代及び 80 歳以上では、5割を切っている。（図Ⅱ-12-2） 

 

  図Ⅱ-12-2 福祉サービスへの民間参入の賛否－性・年齢階級別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性の 30 代から 50 代は、福祉サービスの民間参入に「賛成である」人が 6割以上 

58.0

52.4

60.1

61.8

62.2

57.2

55.2

43.4

9.0

4.5

5.7

8.7

20.7

22.7

22.1

20.9

20.7

21.0

16.2

22.87.4

13.5

9.2

12.3

22.8

13.7

7.4

6.9

8.2

11.5

19.3

11.0

3.7

1.3

2.1

1.1

1.1

1.2

0.7

0.3

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（男）
（3,258)

20～29歳
（353)

30～39歳
(611)

40～49歳
(573)

50～59歳
(566)

60～69歳
(566)

70～79歳
(451)

80歳以上
(136)

賛成 反対
どちらとも
言えない

わから
ない

無回
答

53.6

55.4

57.5

57.3

56.1

51.7

43.9

49.7

7.0

2.3

4.5

5.7

25.6

22.6

25.9

27.8

26.9

24.2

28.4

18.73.1

10.6

10.4

9.1

26.4

13.9

13.2

6.0

8.8

11.7

19.0

12.6

2.1

3.1

1.9

0.7

0.6

1.2

0.4

0.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数（女）

（3,734)

20～29歳

（469)

30～39歳

(711)

40～49歳

(565)

50～59歳

(588)

60～69歳

(691)

70～79歳

(517)

80歳以上

(193)

賛成 反対
どちらとも
言えない

わから
ない

無回
答

男性 

女性 
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（２） 福祉サービスへの民間参入の賛否－企業等の従業員数別 

 

 

 福祉サービスへの民間参入の賛否を企業等の従業員数別でみると、従業員数が 1,000～4,999

人の企業で 66.2％、5,000 人以上の企業で 70.5％の人が「賛成である」と答えており、大規模

企業で賛成の割合が高かった。逆に官公庁の場合は、「賛成である」が 48.4％と 5 割を切り、

反対が 17.8％と 2割近くなっている。（表Ⅱ-12-1） 

 

  表Ⅱ-12-1 福祉サービスへの民間参入の賛否－企業等の従業員数別 

100.0 55.7 7.9 23.3 11.9 1.2
(6,996)
100.0 57.7 7.8 23.4 10.2 0.9
(4,303)
100.0 59.7 7.4 22.4 9.8 0.7
(2,814)
100.0 58.9 10.0 22.1 8.4 0.5
(190)

100.0 55.1 6.4 25.3 12.1 1.1
(561)

100.0 58.3 8.0 20.0 13.0 0.7
(415)

100.0 58.5 7.7 21.0 12.0 0.8
(366)

100.0 63.8 6.9 21.3 7.5 0.6
(160)

100.0 58.9 5.6 25.9 9.6 -
(197)

100.0 66.2 4.9 20.6 7.7 0.5
(364)

100.0 70.5 4.1 18.5 6.6 0.4
(271)

100.0 48.4 17.8 28.8 4.6 0.5
(219)

100.0 53.6 8.8 25.2 11.3 1.2
(1,376)
100.0 52.6 8.2 23.1 14.5 1.7
(2,647)

非就業者

総数

反
対
で
あ
る

その他の就業者

５～２９人

３０～９９人

就業者

常雇

官公庁

３００～４９９人

５００～９９９人

１,０００人～４,９９９人

５,０００人以上

１００～２９９人

総
　
数

賛
成
で
あ
る

わ
か
ら
な
い

無
回
答

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

1～４人

 
 

従業員数 5,000 人以上の企業で働く人は、福祉サービスへの民間参入に「賛成」が 7割。 
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（３） 福祉サービスへの民間参入の賛否－世帯類型（高齢者・母子）別 

 

 

 福祉サービスへの民間参入の賛否を世帯類型（高齢者・母子）別にみると、「賛成」の割合

は高齢者世帯で 51.3％、母子世帯で 40.8％と総数よりも下回った。（図Ⅱ-12-3） 

 

  図Ⅱ-12-3 福祉サービスへの民間参入の賛否－世帯類型（高齢者・母子）別 

55.7

51.3

40.8

56.8

7.9

10.8

12.2

7.3

23.3

21.1

32.7

23.7 11.3

14.3

14.9

11.9

2.0

1.2

-

1.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(6,996)

高齢者世帯(1,172)

母子世帯(49)

その他の世帯(5752)

賛成 反対
どちらとも

いえない

わから

ない 無回答

 

 

 

 

 

高齢者、母子世帯では民間参入に「賛成」の割合は他の世帯よりも低い。 
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２ 民間参入の賛成理由 

 

福祉サービス分野へ民間参入が参入することに賛成と答えた 3,897 人の理由は「行政だけでは

必要なサービスを賄いきれないから」が最も多く 38.4％で、前回調査よりも増加した。（図Ⅱ

-12-4） 

 

問 賛成の理由は何ですか。 

 

  図Ⅱ-12-4 民間参入の賛成理由 
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賄
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い
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争
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よ

り

、
サ
ー

ビ

ス
の
質

の

向

上

が
期

待

で
き

る

か
ら

ニ
ー

ズ

に
即

し
た

多

様

な

サ
ー

ビ

ス
を

受

け
る

こ
と

が

で
き

る

か
ら

費

用

を

負

担

す
る

こ
と

で

、
気

兼

ね

な

く

サ
ー

ビ

ス
を

受

け
ら
れ

る

か
ら

役

所

の
よ

う

な
面

倒

な

手
続
き

が

な

く

、
対

応

が
早

い
か
ら

公

的

サ
ー

ビ

ス
よ

り
親

切

な
対

応

が
期

待

で
き

る

か
ら

そ

の
他

無

回

答

本調査
(3.897)

13年調査
(4,553)
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（１） 民間参入の賛成理由－性・年齢階級別 

 

 

 

 民間参入の賛成理由を、性・年齢階級別にみると、「行政だけでは必要なサービスを賄いき

れないから」の割合は、男性（37.2％）よりも女性（39.4％）の方が高い。また、「競争によ

り、サービスの質の向上が期待できるから」と答えた人の割合は、男性 26.9％、女性 21.2％

と、男性の方が高かった。特に 30 代男性は 32.4％と 3 割を超えており、他の性・年齢階級と

異なって「行政だけでは必要なサービスを賄いきれないから」と答えた割合より高くなってい

る。（表Ⅱ-12-2） 

 

  表Ⅱ-12-2 民間参入の賛成理由－性・年齢階級別 

100.0 38.4 23.9 13.9 3.3 6.2 4.4 0.5 9.4
(3,897)
100.0 37.2 26.9 12.2 3.2 6.0 4.4 0.7 9.4
(1,891)
100.0 35.1 28.6 14.1 2.2 2.2 6.5 - 11.4
(185)
100.0 31.1 32.4 12.8 2.7 5.2 3.5 1.6 10.6
(367)
100.0 35.6 26.8 11.6 3.4 5.9 5.1 0.8 10.7
(354)
100.0 40.9 23.0 14.2 0.9 8.5 2.8 0.3 9.4
(352)
100.0 37.8 26.2 13.5 4.0 7.1 4.6 0.9 5.8
(325)
100.0 43.0 26.5 6.0 6.0 4.8 5.6 - 8.0
(249)
100.0 42.4 15.3 11.9 5.1 8.5 3.4 - 13.6
(59)

100.0 39.4 21.2 15.6 3.4 6.4 4.3 0.3 9.4
(2,003)
100.0 36.5 23.1 19.2 2.3 4.2 4.6 0.4 9.6
(260)
100.0 38.1 23.0 15.4 2.2 4.4 4.9 0.7 11.2
(409)
100.0 39.5 21.0 19.4 1.9 3.7 5.9 - 8.6
(324)
100.0 37.6 18.2 19.1 4.5 7.9 3.0 - 9.7
(330)
100.0 41.7 21.3 11.5 4.2 6.7 4.8 0.3 9.5
(357)
100.0 45.4 20.7 11.0 4.4 9.3 2.2 - 7.0
(227)
100.0 36.5 19.8 7.3 8.3 16.7 3.1 1.0 7.3
(96)

総数

男

女

　５０～５９歳

　６０～６９歳

　７０～７９歳

　８０歳以上

　３０～３９歳

　４０～４９歳

ニ
ー

ズ
に
即
し
た
多
様
な
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

か
ら

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
で

、
気

兼
ね
な
く
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
ら

れ
る
か
ら

　２０～２９歳

　８０歳以上

　４０～４９歳

　５０～５９歳

　６０～６９歳

　７０～７９歳

　２０～２９歳

　３０～３９歳

総
　
数

行
政
だ
け
で
は
必
要
な
サ
ー

ビ

ス
を
賄
い
き
れ
な
い
か
ら

役
所
の
よ
う
な
面
倒
な
手
続
き

が
な
く

、
対
応
が
早
い
か
ら

公
的
サ
ー

ビ
ス
よ
り
親
切
な
対

応
が
期
待
で
き
る
か
ら

そ
の
他

無
回
答

競
争
に
よ
り

、
サ
ー

ビ
ス
の
質

の
向
上
が
期
待
で
き
る
か
ら

 

民間参入の賛成理由について、30 代男性では、「競争により、サービスの質の向上が期待

できるから」と答えた人が 3割強 
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（２） 民間参入の賛成理由－地域別 

 

 

 

 民間参入の賛成理由を地域別にみると、行政だけでは必要なサービスを賄いきれないからと

答えた人の割合は、区部（36.7％）より市・町・村部（41.2％）の方が高くなっている。（表

Ⅱ-12-3） 

 

  表Ⅱ-12-3 民間参入の賛成理由－地域別 

100.0 38.4 23.9 13.9 3.3 6.2 4.4 0.5 9.4
(3897)
100.0 36.7 23.7 15.0 3.3 6.4 5.0 0.6 9.2
(2486)
100.0 38.0 19.3 14.6 2.9 7.6 5.3 - 12.3
(171)

100.0 34.7 25.5 19.3 2.1 4.0 6.4 1.2 6.7
(326)

100.0 36.2 26.8 15.8 0.8 5.6 3.4 1.1 10.2
(354)

100.0 40.8 18.5 19.4 3.8 7.1 4.3 1.4 4.7
(211)

100.0 37.8 23.5 16.0 4.5 6.0 4.6 0.4 7.0
(667)

100.0 37.5 23.7 9.6 4.2 6.5 4.8 0.3 13.5
(355)

100.0 33.8 24.6 11.9 3.5 8.5 6.2 0.2 11.2
(402)

100.0 41.2 24.3 12.0 3.3 6.0 3.3 0.2 9.7
(1411)
100.0 41.2 21.0 12.6 2.5 9.2 7.6 - 5.9
(119)

100.0 44.6 21.8 13.5 2.3 6.6 1.7 0.2 9.3
(473)

100.0 42.0 25.9 12.3 3.3 4.2 1.9 - 10.4
(212)

100.0 36.7 24.7 13.3 5.6 3.7 4.0 0.6 11.4
(324)

100.0 40.3 28.3 7.4 2.8 7.4 4.2 - 9.5
(283)

　区西南部　

　区西部　　

　区西北部

　区東北部　

　北多摩北部

　区東部

市・町・村部　計

　西多摩　

　南多摩　　

　北多摩西部

　北多摩南部

総
　
数

行
政
だ
け
で
は
必
要
な
サ
ー
ビ

ス
を
賄
い
き
れ
な
い
か
ら

役
所
の
よ
う
な
面
倒
な
手
続
き

が
な
く

、
対
応
が
早
い
か
ら

公
的
サ
ー

ビ
ス
よ
り
親
切
な
対

応
が
期
待
で
き
る
か
ら

そ
の
他

ニ
ー
ズ
に
即
し
た
多
様
な
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る

か
ら

費
用
を
負
担
す
る
こ
と
で

、
気

兼
ね
な
く
サ
ー

ビ
ス
を
受
け
ら

れ
る
か
ら

無
回
答

競
争
に
よ
り

、
サ
ー
ビ
ス
の
質

の
向
上
が
期
待
で
き
る
か
ら

　区中央部　

　区南部　　

総数

区部　計

 
 

民間参入の賛成理由について、「行政だけでは必要なサービスを賄いきれないから」と答え

た人の割合は、区部より市･町･村部の方が高い。 
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３ 民間参入の反対理由 
 

民間企業が参入することに「反対」である 554 人にその理由を尋ねたところ、「福祉サービス

はあくまでも行政の責任で行うべきだから」が 37.4％で最も多かったが前回調査（13 年調査）

よりも減少した。(図Ⅱ-12-5) 

 

問 反対の理由は何ですか。 

 

  図Ⅱ-12-5 民間参入の反対理由 
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的
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へ
の
対

応

が
大

変

だ

か
ら

そ

の
他

無

回

答

本調査
(554)

13年調査
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